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社会福祉法（昭和 26 年法律 45 号）の改正 新旧対照表（一部抜粋） 

改正（平成 30 年 4 月 1 日施行） 現行 

 

（地域福祉の推進） 

第四条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び

社会福祉に関する活動を行う者（以下「地域住民等」という。）

は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社

会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その

他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されるように、地域

福祉の推進に努めなければならない。 

 

２ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービス

を必要とする地域住民及びその世帯が抱える福祉、介護、介護予

防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防又は要介護

状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、保

健医療、住まい、就労及び教育に関する課題、福祉サービスを必

要とする地域住民の地域社会からの孤立その他の福祉サービスを

必要とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参

加する機会が確保される上での各般の課題（以下「地域生活課

題」という。）を把握し、地域生活課題の解決に資する支援を行

う関係機関（以下「支援関係機関」という。）との連携等により

その解決を図るよう特に留意するものとする。 

 

（地域福祉の推進） 

第四条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び

社会福祉に関する活動を行う者は、相互に協力し、福祉サービス

を必要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活

を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する

機会が与えられるように、地域福祉の推進に努めなければならな

い。 
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※本来の国が示す新旧対照表とは異なり、一部簡略化した下線表示としているため注意 
 

改正（平成 30 年 4 月 1 日施行） 現行 

 

（市町村地域福祉計画） 

第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲

げる事項を一体的に定める計画（以下「市町村地域福祉計画」と

いう。）を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その

他の福祉に関し、共通して取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関す

る事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 前条第一項各号に掲げる事業を実施する場合には、同項各号

に掲げる事業に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようと

するときは、あらかじめ、地域住民等の意見を反映させるよう努

めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画につ

いて、調査、分析及び評価を行うよう努めるとともに、必要があ

ると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するものとす

る。 

 

（市町村地域福祉計画） 

第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲

げる事項を一体的に定める計画（以下「市町村地域福祉計画」と

いう。）を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、

住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者その他社会福祉に

関する活動を行う者の意見を反映させるために必要な措置を講ず

るよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとす

る。 

一 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

二 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関す

る事項 

三 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 


